































が増加したことである。国の財政は 1991 年から急激に悪化し，さらに 97 年には橋本内閣の財政
構造改革とアジアの通貨危機，そして国内の金融機関の破綻が重なって経済が大きく落ち込み，
公債依存度は 1998 年度に前年度の 23.5％から 40.3％にはねあがった。地方も同様で，地方税収




への傾斜と土地の先行取得，1983 年のテクノポリス法や 1987 年のリゾート法等に基づく採算を
無視した（あるいは充分な根拠無く採算が取れると想定した）事業計画の推進，それらのための
不動産等の取得や金融機関からの借入を行った。














































































した。第 4は，獲得した資金をもとに 20 種類以上の基金を設置し，景気や税収の変動に対応した。













公共料金については『公共料金の理論と実践』神戸都市問題研究所・都市政策論集第 6集 1981 年が
興味深い。
*6　以上は，梅本幹郎「都市経営」http://www.asahi-net.or.jp 2012 年 11 月 19 日閲覧，を参考にした。
地方自治体の経営責任　その 2
－ 5 －
ポートピアは 1981 年 3 月 20 日から 9月 15 日まで開催され，延べ 1610 万人が入場して約 60
億円の純益をあげた。この成功を見た多くの自治体が 80 年代の後半に次々と地方博覧会を開催
したが，成功したところはひとつもなかった。なかでも 1988 年に開催された「世界・食の祭典」












神戸市は 1993 年 9 月に「新・神戸市基本構想」を議会で議決し，それに基づいて 2025 年を目

























































夕張市の標準財政規模は約 44 億円であるが，一時借入金残高は 12 の金融機関から 292 億円，
















は同法 12 条による登録博物館と 29 条による博物館に相当する施設の 2つに分かれる。登録公立






















こで大阪市は，2013 年 2 月に施設を活用する事業者を公募したが，応募はなかった。ついに 3















によると，2009 年度の公立病院の累積欠損金は 2兆 1571 億円に達している。過大な設備投資や
高い給与体系などの高コスト体質により 8年連続で 1000 億円以上の純損失を計上している。こ
うして公立病院は非効率と指摘されている。
一方で，全国に 144 ある国立病院は，2004 年度には 16 億円の最終赤字であったが，病院長の
裁量拡大などのガバナンス改革や共同入札の実施などの効率化にとり組み，2005 年度に黒字に
*9　日経新聞 2013 年 3 月 11 日。
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年 9 月 30 日に運営を休止した。市長の判断であったが，市民の中にも，近くに民間病院があり，
川向こうに労災病院があり，隣の市に国保旭中央病院があるから過剰ではないかという声があっ
た。しかし，地元の熱心な要望により，2009 年 11 月に再開が決定された。2010 年 4 月に新病院
の指定管理者に医療法人財団銚子市立病院再生機構が決定され，2010 年 5 月 1 日から 2015 年 3




銚子市立病院は，2011 年 4 月には 53 床の病棟がオープンし，診療科も 6科となり，8月には
外来が月に 4000 人を突破した。12 月には 1次救急も開始した。医師や看護師たちコメディカル
の人々の努力が実ったのだが，病院長が明確な方針をかかげたことも重要であった。それは 4つ





銚子市立病院は珍しい例である。近畿 2府 4 県には 86 の自治体が設立した公立病院が約 130
もある。このうち 66 の自治体の病院事業が 2009 年度決算で経常赤字に陥った。これは設立した
自治体の財政に大きな負担を与える。大阪府の松原市は 2009 年 3 月に市立病院を閉鎖した。
自治体の中には医師の派遣を仰ぐ大学との関係強化のため，研究資金を提供する寄付講座を設





京都市と大阪府泉佐野市は 2011 年 4 月に，兵庫県明石市は 10 月に，堺市は 2012 年 4 月に市立
病院を独立行政法人に移行させた。独法化すれば，複数年度にまたがる計画を容易にたてること
ができ，様々な施策を行う自由度が高まる。経営コストを抑えることも容易になるが，反面で，





近畿では公立病院の独法化は 2006 年度に 5つの府立病院を抱える大阪府が先行し，神戸市も
2009 年度から 2カ所の市民病院を独法化した。大阪府の病院事業は 2005 年度は 34 億円の経常







2009 年度には赤字が 1000 万円程度にまで減少した。




奈良県は 2010 年，県南部の県立・町立病院の再編を検討する協議会を発足させた *12。
京都府の舞鶴市は，市内にある市立病院，国立病院など公的な 4つの病院の再編統合を検討し
ていた。ところが，2011 年 2 月 6 日に見直しをかかげた多々見良三市長が当選し，統合は見送
られることとなった。11 月 8 日に，新たな京都府中丹地域医療再生計画がまとめられ，京都府












厚生労働省の医療施設調査・病院報告によると，全国で小児科のある病院は 2011 年 10 月時点
で 2745 施設となり，前年同月比で 63 施設が減少した。産婦人科のある病院も 13 減少して 1239
*12　日経新聞 2011 年 2 月 8 日。













路線の中で黒字は 1路線しかない。京都市の場合は，2011 年度に運営する 74 の系統のうち，7
割以上にあたる 53 の系統が赤字であったが，21 の系統は黒字であった。これを見ても，大阪市
のバス事業がいかに苦しいか分かる。
大阪市のバス事業は 2011 年度は約 90 億円の営業赤字となったが，直ちに路線を廃止すること
はできない。利用者がいる限り代替手段を講じなければならないからである。
大阪市は 2012 年 9 月 24 日，運行中の 132 路線中 26 路線を 2013 年 3 月末で廃止すると近畿運
輸局に届け出た。しかし，代替手段は決まっていない。
大阪市としては，特に採算が悪い 70 路線については 2013 年 3 月末に廃止して，各区役所が代
替手段を見つけることを考えていた。しかし，代替手段は容易に見つからないし，区役所単位で









態に陥っていた。2008 年度決算では資金不足率が 59.7％に達した。市交通局が 2009 年度末に策
*14　診療所とは，医師又は歯科医師が医業を行う場所で，入院させるための施設を有しないもの又は 19
人以下の患者を入院させるための施設をいう（医療法第 1条の 5第 2項）。
*15　日経新聞 2012 年 11 月 21 日。
*16　大阪市のバス事業の民営化は，2013 年 9 月に議会の承認が得られず，2014 年 4 月からの実施は見
送られた。




とは難しいが，鉄道との乗り継ぎ時間を短縮するダイヤ改正などを進め，2011 年度は 2008 年度
比で 2000 人減にとどめた。車両の更新期間を 14 年から 18 年に伸ばし車両の購入費を抑えた。
整備業務を民間に委託し職員給与もカットした。2011 年度の人件費は 2008 年度と比べて約 20
億円減の 75 億 4000 万円に減少した。この結果，日常運行に必要な経費が減り，2011 年度の資
金不足比率は計画値の 45.7％を大きく下回る 25.9％を達成した。これで当初の計画より 2年ほど
早く，2013 年度には 20％未満となることが確実となった。12 年度は赤字路線を維持するために
市の一般会計から 5億円の繰り入れを受けている。こうして 2008 年度に 114 億円あった金融機
関からの借入債務は 2015 年度には 3億円程度に減少し，市の補助も不要になる見通しとなった。
市バス事業よりも深刻なのは，市営地下鉄である。この地下鉄も，全国の公営地下鉄の中で始
めて資金不足比率が 20％以上の公営企業が指定される「経営健全化団体」になった。多額の建
設費が重荷となり，2012 年 3 月末の累積赤字は 3360 億円に達した。現状では，健全化団体から
の脱出は困難で，市は2018年度の脱出を目指している *18。市は早ければ2014年の夏にも平均で5％
の運賃の値上げをすると公表した。初乗り運賃は 220 円となる。京都市の地下鉄の運賃は全国の
公営地下鉄の中では一番高い。値上げで年間 11 億円の増収を見込んでいる *19。
5　第 3セクター
1　総務省によると 2010 年 3 月末時点で全国の第 3セクターや公社の借入残高が 15 兆 1500 億円
となり，前年に比べて 10％減少した。これは主に金融機関からの借入が減ったことを意味して
いる。しかし，一方で，自治体からの借金は 4兆 6700 億円と 130 億円も増加した。第 3セクター
や公社が都道府県や市町村の財政を大きく圧迫している。
自治体が出資する第 3セクターや地方 3公社，独立行政法人は全国で約 8600 もある。そのう
ち自治体が 25％以上出資したり，貸し付けや補助金で財政支援をしている法人は 7333 である。
第 3セクターなどの民間からの借入金残高は前年比 14％減の 10 兆 4800 億円で，自治体によ
る損失補償や債務保証が付いているものは 6兆 9400 億円である。全体の 66％にも及んでいる。
経常赤字の法人は 2465 で全体の 34％を占める。しかも，自治体が経営支援のために毎年 5000
億円程度の補助金を支出しているので，実際には 3000 前後の法人が赤字と推定される *20。




億円余の赤字となり，前年度よりも赤字が 19 億円余縮小したが，依然として累積欠損金が 3405 億
円余ある。2012 年度末の企業債等の残高は 4368 億円余あり，この利子負担が大きくのしかかって
いる。
*19　日経新聞 2012 年 12 月 8 日夕刊。







チによると，第 3セクターや公社の 2011 年度の破綻件数は前年度を 85％上回る 26 件で，調査





る。債券発行の根拠は，地方財政法第 33 条の 5 の 7（公営企業の廃止等に係る地方債の特例）
である。その条文には，「地方公共団体（都道府県，市町村及び特別区に限る。以下この条にお




















*22　日経新聞 2012 年 7 月 23 日。
京都府立大学学術報告「公共政策」第5号
－ 14 －
3　総務省の 2011 年度の調査では，全国の第 3セクターは 7317 法人，地方 3公社は，1084 もある。
その多くは，1990年代に入って業績が悪化し，多額の債務を抱えるようになった。東京商工リサー
チが調べた 2011 年度に破綻した法人は，リゾート，不動産，運輸が目立つ。














使った。3 セク債の 2011 年度の利用




1980 年 10 月に，国鉄再建法が成立し，1981 年 3 月に出された運輸省告示で，1977 年度 - 1979
年度の平均の輸送人員等によって国鉄路線が幹線と地方交通線に分類された。さらに地方交通線








KTRの年間乗客数はピークだった 1993 年度には 303 万人あったが，2012 年度の利用者数は
*23　日経新聞 2012 年 7 月 23 日に掲載された東京商工リサーチの調査による。
債務超過額が大きい第 3セクター *23
順位 法人名 債務超過額













187 万人で，経常赤字は 8億 4100 万円となった。沿線の人口も利用者も減って，それぞれピー
ク時の 6割程度に過ぎない。経常赤字は過去最悪となった。
とりわけ営業キロ数が 84.6kmもある宮津線の利用者の減少が深刻である。筆頭株主の京都府






なる。2013 年 9 月 27 日，京都府は上下分離方式の採用を打ち出し，10 月に民間会社を公募し，
2014 年度中に新体制で運行を目指すとした *24。
旧国鉄の路線を引き継いだ第 3セクター路線では，鳥取県の若桜鉄道が上下分離方式採用して

















*24　京都新聞 2013 年 9 月 28 日。
*25　日経新聞 2012 年 11 月 17 日。




総務省の調査によると，2011 年 4 月時点で全国の土地開発公社は 971 団体である。金融機関





年時点では 20-50％にも達し，不良資産額は 2兆 5000 億にのぼると推計されている。
大阪市は 2010 年度に土地開発公社を解散した。大阪府も 2011 年度にりんくうタウンなどの宅
地造成事業に充ててきた地域整備事業会計を廃止した。
横浜市は，2012 年 8 月，市土地開発公社の解散の準備に入った。2012 年 3 月末時点での負債
総額は約 1500 億円で，解散する地方公社では最高額となる。市は，2013 年 2 月の議会に，公社
の解散と債務を肩代わりする財源となる「3セク債」の発行議案を提出する。
議決を経て 2013 年度末までに公社を解散し，市は公社が保有する土地と借入金を引き継ぐ。3
セク債の発行額は約 1300 億円である。これまでの最高額は茨城県が 2010 年に発行した 381 億円
だった。
横浜市土地開発公社は 1973 年に設立された。2012 年 3 月末時点で，簿価で 1635 億円，約 34
万m2 の土地が売れずに残っている。土地の面積も金額も全国の土地開発公社の中で最大である。



















そこで，国交省住宅局では，2002 年 2 月に地方住宅供給公社検討委員会を設置し，今後の公
社のあり方を検討し，公社の解散規定を創設した。また，債務超過の実態が明らかになる中で，
北海道，長崎，千葉では特定調停が進み，多くの公社で改革に向けた動きが始まった。しかし，











神戸市住宅供給公社は，2012 年 5 月 22 日，全国で初めて民事再生手続きの開始を申請した。
負債総額は 503 億円である。1995 年の阪神淡路大震災以降に中所得者向けの住宅を大量に供給
したが，その後の景気低迷で借り手が不足した。家賃収入が当初見込みに届かず，投資額を回収
できなかった。債務の内，神戸市からの借入金は約 32 億円で，残りは金融機関からの借入金が






導入した。神戸市の借り上げ特優賃は 73 団地，1716 戸もある。借り上げ期間は 20 年間である。





神戸市の住宅供給公社は早ければ 2013 年 3 月に解散することが決まっている。
滋賀県は，2012 年度末に住宅供給公社を解散する。県営住宅の管理は 2011 年度末に民間に業
務を委託した。分乗事業は廃止し，賃貸管理は民間に移管して業務を終える。
*28　日経新聞 2012 年 5 月 22 日夕刊，23 日。
京都府立大学学術報告「公共政策」第5号
－ 18 －









も 2006 年に市住宅サービス公社，2009 年に洛西ニュータウン管理公社を統合した。分譲住宅事
業は 2005 年に休止している。
大阪府と大阪市は住宅供給公社の統合を検討している。府の公社は分譲事業からすでに撤退し
ている。借り上げ特優賃からは 2020 年度に撤退する。大阪市の公社は 2011 年度の経常損益が 2




































神奈川県は，2012 年 7 月に住宅供給公社の理事長を公募したところ 26 名の応募があり，その
中から不動産会社の執行役員である猪股篤雄（64歳）を理事長に決定したと9月 25日に発表した。
任期は，2012 年 10 月 1 日から 2013 年 6 月 30 日までである。










国は 2009 年度から 5年間を抜本改革期間として，地方自治体に第 3セクターや地方公社の破
綻処理を促してきた。ところが最終年度の 2013 年に入ってもおおくの赤字法人が残っている。
総務省は特例措置の延長を検討し始めた *31。
*30　日経新聞 2013 年 10 月 8 日夕刊。




1　滋賀県は 1965 年に造林公社を設立し，京都府も 1967 年に「森と緑の公社」を設立した。
当時，国は分収造林というビジネスモデルを推奨した。背景には高度成長の中で木材需要の高ま






2　滋賀県は 1965 年度に滋賀県造林公社を設立し，1972 年度までに 7116haの造林事業を行った。
1973年度には県単独のびわ湖造林公社まで設立し，1989年度までに1万2507haの造林事業を行っ
た。しかし，この 2つの造林公社の債務は増加し，併せて約 1000 億円の累積債務を抱えるに至っ
た。滋賀県は両公社の債務につき損失補償をしており，2008 年 9 月 8 日に損失が確定すること
になっていた。2007 年 11 月 12 日に滋賀県造林公社が大阪地裁に特定調停を申し立て，15 日に
はびわ湖造林公社が大阪地裁に特定調停を申し立てた。
2008 年 6 月 23 日になって農林漁業金融公庫（現日本政策金融公庫）に対して 2公社が負って
いる債務を県が肩代わりし，2公社は県に分割返済するとの合意が成立した。両公社の農林公庫






2008 年 10 月の調停を最後に交渉は中断した。
県の負担の仕方についても批判が出され，同年 10 月以降，県議会に造林公社問題対策特別委
員会が設置され，第 3者機関として造林公社問題検証委員会（委員長・真山達志同志社大学教授）
も設置された。同委員会は，2009 年 9 月に，国や旧農林漁業金融公庫の責任を指摘する報告書
を提出した。
滋賀県は滋賀県造林公社の約 400 億円にのぼる債務につき，債権者である大阪府や兵庫県など
9つの自治体に債権放棄を要請していたが（滋賀県以外を下流 8団体という），2010 年 11 月から
*32　国産材の問題点については，荻大陸『国産材はなぜ売れなかったのか』2009 年 J-FIC。




特定調停の協議が再開され，2011年 1月 20日，滋賀県と下流 8団体との間で債権放棄で合意した。
滋賀県の放棄額は約 156 億円（放棄率 75.3％），兵庫県が 8.9 億円で（82.2％），大阪市と大阪府
が同額で 67.6 億円で（91.5％），阪神水道企業団が 11.9 億円で（91.5％），尼崎市，神戸市，伊丹
市，西宮市もそれぞれ 91.5％を放棄した。こうして造林公社をめぐる全国で初めての特定調停が
3月 30 日に大阪地裁で成立した *34。
公社は残された約 68 億円の債務を今後弁済していくが，それを造林の伐採収益から予定して
いる。2009 年度末の債権額に応じて弁済するが，7団体には 5月 20 日までに約 14 億円を一括弁
済する。この弁済資金も滋賀県が無利子で貸し付けることになった。滋賀県と兵庫県は 2015 年
度に始まる伐採事業の収益から長期弁済を受けることとなった。
なお，滋賀県が単独で設立したびわ湖造林公社が抱える約 735 億円の債務については，約 614
億円の債権を県が放棄することとなった。
2011 年 7 月 19 日，滋賀県の 2つの造林公社は，経営方針を検討する造林公社経営計画検討委
員会（委員長・栗山浩一京都大学大学院教授）に対して，2011 年度中に両公社を統合する案を
示した。公益法人改革に対応するためとしている。社団法人の県造林公社が財団法人のびわ湖造




公社の借入は 2020 年に最大 623 億円，2026 年に県の貸付金は最大 530 億円に達した後に少し
ずつ減り，2060 年に県による貸付は終了する予定である。しかし，木材需給や木材価格が不透
明な中で，この借金返済の超長期計画がうまくいくかどうかは不明である。
3　山梨県は 2011 年 11 月 11 日に，山梨県林業公社を解散すると発表した。負債総額は 208 億円
である。木材価格の下落に歯止めがかからず，売却益で債務を返済するメドがたたないと判断し
た。2017 年 3 月の解散を目指しており，解散に伴う県の財政負担は 167 億円になると試算して
いる *36。
4　京都府の山田啓二知事は，2013 年 2 月 22 日の府会で，社団法人「京都森と緑の公社」を解





*35　日経新聞 2011 年 7 月 20 日。
*36　日経新聞 2011 年 11 月 12 日。
*37　日経新聞 2013 年 8 月 19 日。
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同公社は 1967 年に設立され，京都府が 3/4 を出資した。府内の約 4500haでスギやヒノキなど
の人工林の植林や育林を手がけてきた。13 市町で 948 人の森林所有者と分収造林契約を結んで，
公社が育てた木を将来販売して，得られた収益の中から土地所有者に 3割，公社に 7割配分する
という合意であった。ただし，伐採は植えてから 80 年後であり，売却は最も早い木で 2047 年で
あった。その間，間伐などの管理費はほとんどを金融機関の借り入れでまかない，利子も 2011
年度だけで 3億 2400 万円にのぼった。
木材価格も，国産木材が輸入木材に対抗できず，1970 年代をピークに下落した。2004 年から
新規契約を見送っているが，2011年度の累積債務は226億円に達し，収支の見通しがたたなくなっ






年度に約 1000 人の所有者と契約の変更を求めて交渉する。2014 年度に民事再生手続きを始め，






1　2011 年 3 月，兵庫県の朝来市は日興コーディアル証券に対して買い入れた商品の返還につい
て協議を申し入れた。朝来市は 2010 年 10 月時点で人口 3万 2800 人の兵庫県で 3番目に小さな
市である。2006 年から 2008 年にかけて，日興コーディアル証券やみずほ証券など 4社から為替
連動型の仕組み債を購入した。その額は 60 億円を超え，3月時点で償還分を除き約 61 億 5000
万円の契約が残っていた。
朝来市は，2011 年度一般会計の当初予算が 201.6 億円であるから，購入額の大きさには驚く。
財政状態は他と同じように苦しく公債費は 37.3 億円である。しかし，一方では多くの種類の基
















金融機関から売り込み先として狙われた。豊岡市も約 9億 4000 万円の評価損を出している *39。
2　打ち切りになった ADR
仕組み債によって 12 億円あまりの含み損をかかえた朝来市は，商品を販売した SMBC日興証
券など 4社に対して「リスクを十分説明しなかった」として額面の 9割での買い取りを要求し，
ADRを進めてきたが，2012 年 5 月に打ちきりとなった。
朝来市が保有するのは，アメリカドルやオーストラリアドルの為替レートで受け取り利息が変




朝来市は，6月 25 日，SMBC日興証券と三井住友銀行に計約 5億 3400 万円の損害賠償を求め
て大阪地裁に提訴した。請求は，商品のリスクを十分に説明しなかったことによる債務不履行ま








うプロの投資家扱いだった。しかし，これは実態と完全に食い違っている。2011 年 4 月に同法
の内閣府令が改正され，自治体はアマチュアの「一般投資家」となった。現在であれば，証券会
*39　日経新聞 2011 年 3 月 4 日。







現実には，2010 年度末に全国の 911 の一部事務組合（広域連合を含む）に計 9040 億円の基金が
存在していた。
奈良県市町村総合事務組合は，宇陀，葛城の 2市と県下の全 27 町村の退職金の運用・支給を担っ
ている。この事務組合は朝来市などが運用していたのと同じ仕組み債を運用し，20 億 6000 万円
の損失を出した。この組合は，2009 年度末で 15 本，68 億円の仕組み債を保有していた。満期ま
で持ち続ければ元本は償還されるが，退職者が増加して資金を捻出するために時価で売却したこ
とにより損失が表面化した。仕組み債への投資を始めた 2000 年以降の利息収入 16 億円弱を差し
引いても 5億円近くが失われた。退職者の増加と現役職員の減少でピーク時に 161 億円あった同
組合の基金は，2011 年度末に 20 億円あまりにまで減った。
同組合は，2012 年度から自治体の負担金を 77％引き上げた。13 年度はさらに 43％引き上げる。
















じ，判決翌日の 11 月 18 日，知事は地方自治法の規定により 105 億 4070 万円の補正予算を専決











速区）は，第 3セクターの株式会社で運営していたが 2004 年 2 月に倒産，市は赤字を補填する





大阪市は，2006 年 1 月に土地信託事業検討会議を設置して今後の方針を検討し，同会議は












で無配が続いた。みずほ信託銀行が 2006 年，大阪市が 2007 年に民事調停を申し立てたが不調と
なり，2008 年に双方が提訴した。受託銀行のみずほ信託銀行が立て替えた事業の借入金は約 276
億 4700 万円にのぼった。


















に加えて，港区弁天町の「オーク 200」でも約 700 億円の債務を抱えて，りそな銀行などと裁判
になっていた。「オスカードリーム」の控訴審や，「オーク 200」の 1審で信託財産の放棄を主張
した。







大阪市は 2012 年 2 月に議会で配当などの受益権を放棄する議決をし，補償義務も免れたと主
張していたが，同裁判長は「受益の意思があったのに事後的に受益権を放棄して補償義務を免れ
るのは信義則に反し，許されない」と判示した。
「オーク 200」は 6件の土地信託事業の中でも最大の案件である。1988 年，市有地約 3万 m2 を
事業財産として銀行側と信託契約を締結した。銀行側は総事業費 1027 億円をかけて計 4棟の建
物を建設した。延べ床面積は 25 万 3000m2 にも及んだ。ホテルやマンションなどが入る複合商
業施設として 1993 年に開業した。しかし，時はすでにバブル崩壊後であった。市は 2018 年 3 月
*43　日経新聞 2011 年 12 月 10 日。
*44　日経新聞 2013 年 3 月 8 日。
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が，倒産はない。ただし，米国では州を除く地方自治体には破産がある。2011 年には 13 件，





















とがある。実は地方自治体の首長と議会の関係は明確ではない。憲法 93 条 2 項は，地方公共団
体の長は住民の公選によると明記している。この長が実質的な行政府の長であるとすると，議会









































 （2013 年 9 月 10 日受理）
 （おおしま　かずお　公共政策学部公共政策学科教授）
*49　インサイダー取引の問題点については，拙稿「株式市場におけるインサイダー取引の疑惑」『経済』
2013 年 1 月号参照。
